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「情報通信審議会」は、平成２１年７月に「デジタル・コンテンツの流通の促進」及び「コンテンツ
競争力強化のための法制度の在り方」について中間答申をとりまとめた。

この中間答申では、「コピー制御に係るルールの担保手段（エンフォースメント）に関する具体
的な改善策の選択肢として、“新方式”の導入を前提としたうえで、様々な課題に対して、放送
事業者や受信機メーカー等の関係者が適切な役割分担のもと、“新方式”の早期運用開始に
向けて積極的に取り組む」旨、提言されている。
また、情報通信審議会としては、“新方式”の運用開始までの諸作業の進捗状況に応じて、

その加速・推進のための方策や課題解決のための方策について、適時、所要の審議を行って
いくこととした。

この中間答申を踏まえ､平成２２年３月に、民放連とＮＨＫが共同で｢新コンテンツ権利保護方式
推進委員会｣を設置。①“新方式”に関するＡＲＩＢ標準規格案および技術資料案､②ライセンス
契約案､③ライセンス発行・管理機関､④補完的制度などについて具体的な検討を行ってきた｡

こうした検討状況については､平成２２年１２月１４日と平成２３年４月２６日開催の情報通信審
議会情報通信政策部会｢デジタル・コンテンツの流通の促進等に関する検討委員会｣で報告さ
れ､“新方式”の検討について基本的な確認が得られた｡

これを受けて、在京５社とＮＨＫは、本年６月１日に、新方式のライセンス発行・管理機関として
「一般社団法人地上放送ＲＭＰ管理センター」を設立。放送事業者として、“新方式”の円滑な
運用開始に向け、早期の技術規格化、送出環境の整備、鍵データ発行などの準備を開始した。

１ 検討の経緯
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情報通信審議会「デジタル・コンテンツの流通の促進等に関する検討委員会」の中間答申
（平成２１年７月）に基づく、Ｂ－ＣＡＳ方式と並存する新方式の導入による選択肢の拡大

“フルセグ携帯”や多機能情報端末など、多様なデジタル受信機ニーズへの対応

地上デジタル放送のコンテンツ権利保護（ＲＭＰ）に係る社会コスト全体の圧縮

Ｂ－ＣＡＳ

【多様な受信機】

・小型テレビ

・携帯電話

・カーナビ

・パソコン

・ゲーム機

など

新方式 ソフトウェア

２ 導入目的

選

択

肢

の

拡

大
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一般社団法人
地上放送ＲＭＰ
管理センター

（ライセンス発行・
管理機関）

放送事業者
受信機
メーカー

ライセンス
契約

ライセンス
契約

鍵情報
（仕様）

鍵情報
（仕様）

B-CAS
鍵管理センター

Ks(スクランブル鍵）

３ 関係者相関図
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４ 新方式導入スケジュール

2011年度 2012年度 2013年度

6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 ・・・・

新法人

会員

関係

送出

環境

運用

開始

10/20 民放連・地上テレビ全社説明会

10/31 民放連・理事会（機関決定）

12/1 民放地上テレビ全社が
地上放送ＲＭＰ管理センターに入会

鍵管理システムの開発・整備

テストストリーム提供開始（予定）

鍵データ発行（予定）

送出設備改修 仕様検討・開発・テスト 送出設備改修工事（全国）

2013年4月
全国で運用開始

在京キー局５社
＋ＮＨＫ

2012年７月末 関東広域で運用開始
以降、順次拡大

2012年７月末 関東広域で運用開始
以降、順次拡大

全社入会後の理事会・社員総会（予定）

6/1 設立（暫定） 本格始動

フェーズ１
（設立当初の暫定期）

フェーズ２
（民放全社入会後の推進期）

フェーズ１
（設立当初の暫定期）

フェーズ２
（民放全社入会後の推進期）
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５ 「地上放送ＲＭＰ管理センター」の

概要
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 目的
一般社団法人地上放送ＲＭＰ管理センターは、地上デジタルテレビジョン放送の

コンテンツ権利保護のための新権利保護方式の運用・管理を通じて、

多様化するデジタル受信機ニーズに的確に対応することにより、

デジタル放送の発展に寄与することを目的とする。

 事業内容
（１） 新権利保護方式に係る鍵情報のライセンス発行

（２） 新権利保護方式の鍵情報の管理、更新及びデータベースの運用

（３） 新権利保護方式に係る秘密情報漏えい・不正受信機の調査、検証及び対策

（４） 新権利保護方式の周知・広報

（５） 上記業務に付帯する業務

５．１ 目的と事業内容
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社員総会

理事会

運営委員会

評議委員会

監 事

事務局

技術部 総務・経理部

業務委員会技術委員会

５．２ 体制図
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 社員総会

 構成 ： 正会員をもって構成。 定時総会と臨時総会の２種。

 権能 ： 社員総会は、法人の運営に関わる次の事項を決議する。

（１） 会費及び入会金の金額
（２） 会員の除名
（３） 役員の選任及び解任
（４） 役員の報酬等及び費用に関する規定
（５） 各事業年度の決算報告
（６） 定款の変更
（７） 解散及び残余財産の処分の承認
（８） 理事会において社員総会に付議した事項
（９） 前各号に定めるものの他、一般社団・一般財団法人法及び定款に規定する事項

 会 員

 フェーズ１（暫定期） ： 日本放送協会、ＴＢＳテレビ、日本テレビ放送網、テレビ朝日、

フジテレビジョン、テレビ東京の６社。

 フェーズ２（推進期） ： １２月１日付で、民放地上テレビ全社（１２７社）が入会予定。

 会員種別 ： 正会員と賛助会員の２種。

正会員は、当法人の目的に賛同して入会した個人、法人または団体。

賛助会員は、当法人の事業を賛助するために入会した個人、法人または団体。

５．３ 組織・体制 ①
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 理事会

 構 成 ： 全ての理事をもって構成。 通常理事会と臨時理事会の２種。

 権 能 ： 理事会は、定款に定めるもののほか、次の職務を行う。

（１） 当法人の業務執行の決定
（２） 理事の職務の執行の監督
（３） 代表理事及び副代表理事の選定及び解職
（４） 社員総会の日時及び場所並びに議事に付すべき事項の決定

 理 事

 定 数 ： ３名以上１０名以下。 （非常勤、１名を代表理事、２名以内を副代表理事とする）

 選 任 ： 社員総会において選任。

 職 務 ： 理事会を構成し、法令及び定款の定めに沿って、法人の業務を遂行する。

 フェーズ１（暫定期）の体制

大塚 隆広 ： テレビ朝日 取締役 （代表理事）
土屋 円 ： 日本放送協会 経営企画局専任局長 （副代表理事）
稲葉 悠 ： ＴＢＳテレビ 執行役員
田村 信一 ： 日本テレビ放送網 取締役専務執行役員
関 祥行 ： フジテレビジョン 常務取締役
三宅 誠一 ： テレビ東京 常務取締役

 フェーズ２（推進期）の体制

12月１日の新会員参画後、社員総会において決定の予定。

５．３ 組織・体制 ②
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 監 事
 定 数 ： ２名以内。（非常勤）
 選 任 ： 社員総会において選任。
 職 務 ： 監事は、次の業務を行う。

（１） 会計の監査
（２） 理事の職務執行状況の監査
（３） 会計及び職務の執行について、不正の事実を発見した場合は、社員総会に報告

 フェーズ１（暫定期）の体制
福田 俊男 ： 日本民間放送連盟 専務理事

 フェーズ２（推進期）の体制
12月１日の新会員参画後、社員総会において決定の予定。

 評議委員会
・ ライセンス発行・管理機関の公共性、非営利性を担保するため、評議委員会を置く。
・ 理事会は、次の事項の決定又は議決を行おうとするときは、評議委員会に諮問しなければならない。
① ライセンス発行・管理機関の公共性、非営利性を担保するために必要な事項
② 重大なコンプライアンス違反が発生した際の調査、再発防止策、処分に関する事項
③ ライセンス契約に関する不服申し立てに対する判断又は決定に関する事項

・有識者から３名程度（法律、技術、その他の分野）を想定し、フェーズ２（推進期）に向けて検討中。

 運営委員会
・当法人の事業の円滑な運営を図るため、運営委員会を置く。
・フェーズ１（暫定期）の委員は、ＮＨＫ及び在京民放５社から選任し、フェーズ２（推進期）に再検討。
・下部組織として「技術委員会」と「業務委員会」を設置する。

 事務局
事務局長 ： 吉本 秀明、 技術部 ： 藤田 和義、 総務・経理部 ： 水野 治、馬屋原 晶子

５．３ 組織・体制 ③
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社員総会

理事会

運営委員会

評議委員会

監 事

事務局

技術部 総務・経理部

業務委員会技術委員会

５．４ フェーズ２（推進期）に向けた組織ガバナンス

・定数２名
・新会員の参画後、社員総会
において決定の予定

・定数３～１０名
・新会員の参画後、社員総会
において決定の予定

・有識者から３名程度（法律、技術、その他の
分野）を想定し、検討中
・評議委員会の運営や対応事項などに関する
規則については、今後策定の予定

・透明性、公共性、非営利性を確保した運営
会員資格、各種契約、秘密情報の管理基準、
コンプライアンス、情報公開など

・周知広報（ホームページ開設）
・円滑な導入開始に向けた対応

ガバナンス

上記の事項をはじめ、組織概要、事業計画、定款、役員名簿、決算などについては、
今年末までに開設する新法人のホームページにて公開の予定
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【参考１】 「情報通信審議会」中間答申（概要）抜粋（１）



14

【参考１】 「情報通信審議会」中間答申（概要）抜粋（２）


